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議案第３６号＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊令和２年度南あわじ市一般会計補正予算（第２号）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

令和２年度南あわじ市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊（歳入歳出予算の補正）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，９１６，８００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ３１，６３８，３００千円とする。＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊（債務負担行為の補正）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊（一時借入金の補正）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

第３条 一時借入金の借入れの最高額に２，０００，０００千円を追加し、一時借入金の借入れの最高額を

＊５，０００，０００千円とする。＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊令和２年４月２８日 提出＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

南あわじ市長 守 本 憲 弘＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊ ＊
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第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

14. 国庫支出金 2,052,762 4,754,100 6,806,862

1. 国庫負担金 1,729,827 1,500 1,731,327

2. 国庫補助金 309,215 4,752,600 5,061,815

18. 繰入金 938,954 162,700 1,101,654

2. 基金繰入金 938,952 162,700 1,101,652

歳　　　　入　　　　合　　　　計 26,721,500 4,916,800 31,638,300



歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2. 総務費 3,037,988 500 3,038,488

1. 総務管理費 2,558,887 500 2,559,387

3. 民生費 7,260,125 4,762,300 12,022,425

1. 社会福祉費 4,132,243 4,696,600 8,828,843

2. 児童福祉費 2,481,227 63,700 2,544,927

3. 生活保護費 646,655 2,000 648,655

7. 商工費 568,812 142,000 710,812

1. 商工費 568,812 142,000 710,812

9. 消防費 1,004,135 1,000 1,005,135

1. 消防費 1,004,135 1,000 1,005,135

10. 教育費 2,799,648 11,000 2,810,648

1. 教育総務費 616,181 7,100 623,281

2. 小学校費 356,539 2,450 358,989

3. 中学校費 160,754 1,250 162,004

4. 幼稚園費 115,468 200 115,668

歳　　　　出　　　　合　　　　計 26,721,500 4,916,800 31,638,300
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事　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　　度　　　額

中 小 企 業 融 資 制 度 資 金 利 子 補 給 利子補給制度に基づく利子補給期間
利子補給の額は、借入利率を１．５％以内として算出
した額とする。

第２表　債務負担行為補正



１．総　括

歳　入 （単位：千円）

14.

18.

歳　出 （単位：千円）

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

款 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源

国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

2. 総 務 費 3,037,988 500 3,038,488 500

3. 民 生 費 7,260,125 4,762,300 12,022,425 4,754,100 8,200

7. 商 工 費 568,812 142,000 710,812 142,000

9. 消 防 費 1,004,135 1,000 1,005,135 1,000

10. 教 育 費 2,799,648 11,000 2,810,648 11,000

歳　　出　　合　　計 26,721,500 4,916,800 31,638,300 4,754,100 162,700

繰 入 金

歳　　　　入　　　　合　　　　計

一 般 財 源

歳入歳出補正予算事項別明細書

計

6,806,862

1,101,654

31,638,300

補　正　額

4,754,100

162,700

4,916,800

補正前の額

2,052,762

938,954

26,721,500

款

国 庫 支 出 金

－5－
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２．歳　入

（款） 14.国庫支出金

（項）  1.国庫負担金 （単位：千円）

金　　額

1. 民生費国庫負担 1,729,827 1,500 1,731,327 3. 生活保護費負担 1,500 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 1,500

金 金

1,729,827 1,500 1,731,327

（款） 14.国庫支出金

（項）  2.国庫補助金 （単位：千円）

金　　額

2. 民生費国庫補助 69,874 4,752,600 4,822,474 1. 社会福祉費補助 4,691,600 特別定額給付金給付事業費補助金 4,680,000

金 金 特別定額給付金給付事務費補助金 11,600

2. 児童福祉費補助 61,000 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金 57,400

金 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金 3,600

309,215 4,752,600 5,061,815

（款） 18.繰入金

（項）  2.基金繰入金 （単位：千円）

金　　額

7. 財政調整基金繰 0 162,700 162,700 1. 財政調整基金繰 162,700 財政調整基金取りくずし 162,700

入金 入金

938,952 162,700 1,101,652計

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分

計

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分

節

計

目 補正前の額 補　正　額 計

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分

目 補正前の額 補　正　額 計
節



３．歳　出

（款）  2.総務費

（項）  1.総務管理費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2. 文書広報費 100,512 500 101,012 500 7. 報 償 費 500 講師等謝礼 500

2,558,887 500 2,559,387 500

（款）  3.民生費

（項）  1.社会福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

10. 特別定額給付 0 4,696,600 4,696,600 4,691,600 5,000 3. 職 員 手 当 等 900 一般職手当 900

金給付事業費   時間外勤務手当 900

10. 需 用 費 2,000 消耗品費 800

印刷製本費 1,200

11. 役 務 費 6,200 通信運搬費 6,000

折込手数料 200

12. 委 託 料 2,500 システム構築業務委託料 2,500

18. 負担金補助及 4,685,000 負担金 5,000

び 交 付 金   申請支援事務負担金 5,000

補助金 4,680,000

  特別定額給付金 4,680,000

4,132,243 4,696,600 8,828,843 4,691,600 5,000

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

－7－
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（款）  3.民生費

（項）  2.児童福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2. 児童措置費 689,934 61,000 750,934 61,000 3. 職 員 手 当 等 50 一般職手当 50

  時間外勤務手当 50

10. 需 用 費 100 消耗品費 20

印刷製本費 80

11. 役 務 費 500 通信運搬費 500

12. 委 託 料 2,950 コピー機保守管理委託料 50

システム改修業務委託料 2,900

19. 扶 助 費 57,400 子育て世帯への臨時特別給付金 57,400

3. 母子等福祉費 182,946 1,100 184,046 1,100 19. 扶 助 費 1,100 ひとり親家庭の高校生応援臨時給付金 1,100

4. 保育所費 1,266,413 1,100 1,267,513 1,100 10. 需 用 費 1,100 消耗品費 1,100

8. 認定こども園 131,846 500 132,346 500 10. 需 用 費 500 消耗品費 500

費

2,481,227 63,700 2,544,927 61,000 2,700

（款）  3.民生費

（項）  3.生活保護費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1. 生活保護総務 54,318 2,000 56,318 1,500 500 19. 扶 助 費 2,000 住居確保給付金 2,000

費

646,655 2,000 648,655 1,500 500

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（款）  7.商工費

（項）  1.商工費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2. 商工振興費 102,023 142,000 244,023 142,000 12. 委 託 料 55,800 経営アドバイザー業務委託料 10,000

ネット通販アドバイザー業務委託料 2,000

休業要請事業者経営継続支援事業委託料 43,800

18. 負担金補助及 86,200 補助金 86,200

び 交 付 金   経営相談等支援窓口強化事業補助金 22,200

  中小企業融資制度信用保証料・利子補給金

  40,000

  市内事業者応援ネット通販等促進事業

  補助金 13,000

  飲食店等応援デリバリー推進事業補助金

  2,000

  中小企業者等企業力アップ促進事業補助金

  9,000

568,812 142,000 710,812 142,000

（款）  9.消防費

（項）  1.消防費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

4. 災害対策費 49,684 1,000 50,684 1,000 10. 需 用 費 1,000 消耗品費 1,000

1,004,135 1,000 1,005,135 1,000

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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－10－

（款） 10.教育費

（項）  1.教育総務費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3. 教育振興費 340,277 7,100 347,377 7,100 19. 扶 助 費 7,100 新型コロナウイルス対策臨時特例給付金 7,000

新型コロナウイルス対策臨時特例見舞金 100

616,181 7,100 623,281 7,100

（款） 10.教育費

（項）  2.小学校費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1. 学校管理費 240,094 2,450 242,544 2,450 10. 需 用 費 2,450 消耗品費 2,450

356,539 2,450 358,989 2,450

（款） 10.教育費

（項）  3.中学校費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1. 学校管理費 96,241 1,250 97,491 1,250 10. 需 用 費 1,250 消耗品費 1,250

160,754 1,250 162,004 1,250

（款） 10.教育費

（項）  4.幼稚園費 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1. 幼稚園費 115,468 200 115,668 200 10. 需 用 費 200 消耗品費 200

115,468 200 115,668 200

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



１、一　般　職

ア、会計年度任用職員以外の職員

（千円） （千円） （千円）

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

00 950 0 0 0

285,447 1,920 24,670

比 較 0 0 0 0

4,269 65,748 38,736 368 391,283等の内訳 補 正 前 44,442 350 16,058 32,120

0

4,269 66,698

手 当 手 当 手 当

補 正 後 44,442 350 16,058 32,120 285,447 1,920 24,67038,736 368 391,283

手 当

特殊勤務 時 間 外
勤 務
手 当

宿 日 直 管 理 職 管理職員
特別勤務
手 当

期 末

手 当 手 当
区 分

扶 養 地 域 住 居 初 任 給
調 整
手 当

通 勤 勤 勉 単身赴任 児 童

職員手当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

比 較 0 0 950 950 0 950

493,747 3,077,342 再任用職員（フルタイム）１４人含む

3,076,392 再任用職員（フルタイム）１４人含む補 正 前 436 1,677,234 905,411 2,582,645 493,747

補 正 後 436 1,677,234 906,361 2,583,595

（１）　総　　括

区　　　分
職 員 数

給 与 費
共　済　費 合 計

備 考報 酬 給 料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円）
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期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

中 小 企 業 融 資 制 度 資 金 利 子 補 給

利子補給の額は、
借入利率を1.5%以
内として算出した
額とする。

利子補給制度
に基づく利子
補給期間

　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源



≪新型コロナウイルス感染症緊急総合対策事業費内訳≫

単位：千円

事　　業　　 事業費 概要説明

市 市民相談窓口の設置 5,000
社会福祉協議会と連携して国の給付金等の手続きのフォローや緊急小口貸付な
ど市民からの様々な相談に対応できる窓口を設置。

市 中小企業・小規模事業者等相談窓口の設置 32,200
商工会と連携して中小企業診断士等の専門家を配置し、融資・雇用維持・助成
金・給付金等の様々な相談に対応できる窓口を設置。

合　　　　計 37,200

単位：千円

事　　業　　 事業費 概要説明

市 紙マスク、手指消毒液等の購入 1,000
市内医療機関や福祉関連事業所（介護施設、障害者施設等）、公共施設の窓口
対応用マスク等の購入。

市 小中学校等マスクの調達 5,500 保育所、こども園、幼稚園、小中学校のマスク、手指消毒液、体温計の購入。

市 心と体のケア 500
市コミュニティチャンネルで体操やヨガ等の健康コンテンツを作成し放映す
る。

市 ひとり親家庭の高校生応援臨時給付金 1,100
児童扶養手当受給者のうち、高校生以上の子どもを有する世帯に対し１万円を
給付する。

市 新型コロナウイルス感染症臨時特例給付金 7,000 小中学校の準要保護者等に１万円を給付する。

市 新型コロナウイルス感染症臨時特例見舞金 100 小中学校の要保護者に１万円を給付する。

国 特別定額給付金 4,691,600 市民１人につき１０万円を給付する。

国 子育て世帯への臨時特別給付金 61,000 児童手当受給者に子ども１人につき１万円を給付する。

国 住居確保給付金 2,000
給与等を得る機会が減少し、離職や廃業と同程度の状況にある者に対して家賃
を給付する。（制度拡充）

合　　　　計 4,769,800

【１．市民・事業者への確実な情報提供等を図るための取組】

【２．市民生活の安全、安心、安定に資するための取組】

－13－
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単位：千円

事　　業　　 事業費 概要説明

市 飲食店等応援デリバリー推進事業 2,000
デリバリー関係事業所による協議会を構築し、生産者・卸業者・飲食店・配送
者・利用者のマッチングを支援。配送の実証実験を実施する。

市 市内事業者応援ネット通販等促進事業 15,000
市内事業者のネット販売活動等を促進。商品の積極的な全国配送により、新た
な販路開拓を支援。

市 融資利用の際の保証料と利子の実質無償化 40,000
兵庫県の中小企業融資制度を利用した際の信用保証料と利子（３年間）を補給
する。

市 企業力アップに取組む企業等への支援 9,000
企業の地力アップを図る取り組み（研修など）に対して補助する。（上限３０
万円）

県 休業要請事業者経営継続支援事業 43,800
県が休業要請を行った事業者に経営支援金を支給。中小法人１００万円（３０
万円）、個人事業主５０万円（１５万円）。※カッコ書きは飲食店及び旅館・ホテル

合　　　　計 109,800

市独自施策として取り組むもの 118,400

県独自施策に協調して取り組むもの 43,800

国補正予算に伴い取り組むもの 4,754,600

合　　　　計 4,916,800

【３．中小企業者等の安定化、地域経済の安定確保のための取組】


